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Adopt oneNDA 
要項
	1. 1.
	2. 秘密情報の定義

	(a) 秘密情報とは、 
(i) 本契約の当事者（以下「開示者」という）、開示者を代理する権限を有する代理人または開示者の関連当事者により、
(ii) 本契約の相手方当事者（以下「受領者」という）またはその関連当事者もしくは許可受領者に対し、  
(iii) 本目的に関連して、
開示された情報をいう。
(b) 関連当事者とは以下のいずれかをいう。
(i) 直接的または間接的に、支配するか、支配されるか、もしくは共通の支配下に置かれる企業、または本契約の当事者と同一のグループ企業に属する企業
(ii) 受領者または受領者の関連当事者または受領者もしくはその関連当事者が支配する者が、管理または専門的助言をしているファンドもしくはリミテッドパートナーまたはそれらのジェネラルパートナーもしくはマネージャー 
(c) 許可受領者とは受領者の関連当事者または受領者もしくは受領者の関連当事者の役員、従業員、会員、代表者、専門的助言者、代理人もしくは下請業者を意味する。
(d) 秘密情報には以下の情報を含まない。
(i) 本契約に違反することなく公知となった情報 
(ii) 開示時点において、受領者またはその許可受領者が知っていた情報
(iii) 受領者またはその許可受領者が、秘密保持義務違反を犯すことなく第三者から正当に入手した情報 
(iv) 受領者が独自に開発した情報、または
(v) 開示者が秘密でないことを明示した情報

	3. 2.
	開示可能な対象者

	(a) 受領者は、秘密情報を許可受領者に開示することができる。ただし、許可受領者が以下に該当する場合に限る。
(i) 秘密情報を知る必要性があり、本目的のためにのみ利用し、かつ、
(ii) 秘密情報を機密として扱い、受領者と同一の範囲における利用に限ることに同意している場合。
(b) 受領者は、受領者による本契約の違反、および許可受領者が本契約の当事者であった場合に本契約の違反を構成する許可受領者による作為または不作為について責任を負う。
(c) 受領者は、法律または規則により求められる場合に秘密情報を開示することができる。ただし、受領者は、法律または規則により許容される場合には、当該要請について速やかに開示者に通知しなければならない。

	4. 3.
	義務内容

	受領者は、以下について従わなければならない。
(a) 秘密情報を本目的のためにのみ利用すること
(b) 秘密情報を厳格に機密として扱い、本契約により許可された場合を除き開示しないこと
(c) 本契約の違反を認識した場合は速やかに開示者に通知すること、および
(d) 開示者の要求から30日以内に、保有している秘密情報について廃棄または消去のための適切な措置を講じること。ただし、以下の場合には、本契約の条件に基づき、受領者は秘密情報の写しを保持することができる。 
(i) アーカイブシステムもしくはコンピュータバックアップシステムにおいて、安全に保管されている場合
(ii) 法律上もしくは規則上の義務に準拠している場合、または
(iii) 記録保持規程に誠実に従う場合 

	5. 4.
	6. 義務の存続期間

	(a) 秘密情報に関連する受領者の義務は、秘密情報が開示された日に始まり、本秘密保持期間の最終日まで存続する。
(b) 当事者は、書面による30日前の通知により本契約を終了することができる。ただし、本契約の終了は、終了日以前に開示された秘密情報に関する当事者の義務に影響を与えないものとし、本秘密保持期間が満了するまで当該義務は存続する。

	7. 5.
	8. その他重要事項

	(a) 通知 本契約に基づく正式な通知は、書面にて本契約書冒頭のEメール宛（当事者は書面により相手方に対して更新することができる）になされなければならない。
(b) 第三者 本契約の当事者以外の者（開示者の関連当事者を除く）は、本契約上のいかなる条項も行使する権利を有しない。
(c) 完全合意 本契約は、契約締結前の全ての議論および合意に優先し、本契約の主題に関連して当事者間の完全な合意を構成し、当事者は契約締結に際してはいかなる者の供述および表明にも依拠していない。
(d) 修正 本契約についてのいかなる修正も、書面にて合意されなければならない。
(e) 譲渡 いかなる当事者も、相手方当事者の同意のない限り、本契約を他人に譲渡することはできない。 
(f) 放棄 当事者が本契約に基づく権利を行使しなかった場合であっても、当該権利の放棄とはみなされない。
(g) 衡平法上の救済 開示者は、差止めによる救済または本契約に基づく権利を行使するための特定履行を求めることができる。
(h) 副本 本契約はいかなる部数の副本により締結することができ、当該副本上の署名は、本契約の原本へなされたものと同一の効果を有する。
(i) 準拠法 本準拠法は、法の抵触の原則を除き、本契約および関連する論点について適用される。
(j) 紛争解決 本契約に関連して発生する紛争は、本紛争解決方法によってのみ解決されなければならない。
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